
第20回水源開発問題全国連絡会総会宣言
3.11東日本大震災から２年８ヶ月を経た現在、地震の被災地では復興しつつあるが、福島原発事故をともなった被災地では、未だ希望の光すら見えない状況が続いている。
私たちは、無駄な公共事業の典型である、ダム事業の徹底見直しを国に求めてきた。あわせて、国の予算を震災復興にシフトすることを提案してきた。

しかし、2012年12月の安倍政権発足後は、国土強靱化の名のもと無駄な公共事業が復活し、さらに拡大増殖しつつある。前政権による「できるだけダムに依存しない治水・利水」が頓挫してしまった現在、検証過程にあるダムも次々と推進という結論になることは目に見えている。それを何とか阻止し、負の遺産を次の世代に負担させないようにしなければならない。

この様な状況に対して、私たちは石木ダム建設絶対反対同盟が40年間闘い続けている長崎県川棚町で水源連満20年となる総会を開催した。この20年目を1つの節目とし、さらに飛躍していくため、次のことを目指すことを確認した。
1 石木ダム建設絶対反対同盟13世帯約60名を守り抜く
2 全国の事業中のダムのストップ

4 ダム建設がますます不要を訴える

5 ダムの水抜き空っぽ運用

6 ダム中止後の生活再建支援法の成立
以上、宣言する。
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